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目標Ⅱ 

働く場における 

男女共同参画 

【基本理念】 【基本目標】 【施策の方向】 

推 進 体 制 

目標Ⅰ 

家庭・地域における 

男女共同参画 

目標Ⅲ 

男女がともに 

安心して暮らせる 

社会づくり 

計 画 の 体 系 
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指 標 
      実 績 目 標 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和2年度 

「男女共同参画社会」認知率 53.3％ － － － 47.3％ 53.2％ 80.0％ 

「男性は仕事をし、女性は家庭を守る

べき」という考え方に同感しない人の

割合 

34.0％ － 48.0％ 52.0％ 53.7％ 54.4％ 60.0％ 

父親の育児参加率 

（各乳幼児健診時の質問

票「現在、お父さんはお子

さんの育児をしています

か」の問に「よくやってい

る」と答えている割合） 

4 ヶ月健診 51.4％※1 50.9％ 54.1％ 60.8％ 61.5％ 65.0％ 60.0％ 

1 歳 8 ヶ月 

健診 
47.5％※1 49.6％ 52.1％ 55.9％ 57.3％ 57.2％ 57.5％ 

3 歳 6 ヶ月 

健診 
45.3％※1 44.4％ 45.7％ 54.8％ 54.2％ 55.5％ 55.0％ 

※1 平成28年4月1日から10月31日までの数値  

事業名 取組状況 成果 課題 担当課 

男女共同参

画推進事業 

「夢の学習」で男女共同参画・女

性活躍をテーマにした出前講座

を行った。 

6 人（男性 2 人、女性 4 人）

の参加があり、各地域や家

庭での男女共同参画につい

て考えてもらう機会を提供

することができた。 

固定的性別役割分担意識に

よる「世帯の代表は男性」

といった考えがまだまだ根

強いため、引き続き啓発を

行っていく必要がある。 

商工労政課 

地域課題解

決推進事業 

地域市民センターを通じて、

区・自治会、自治振興会等へ女

性の新たな人材の発掘と役員へ

選任等の呼びかけを依頼した。 

自治振興会において女子部

が発足されるなど女性の参

画が少しずつ見え始めた。 

役員選出という各団体内部

の事項であることから、啓

発などの働きかけだけでは

成果に繋がりにくいため、

女子部の活動支援や広報等

を通じた参加促進が必要で

ある。 

政策推進課 

人権教育啓

発事業 

市制作の人権啓発教材の中で

「女性の人権」や「ジェン

ダー」の問題を取り上げ、関心

を深めてもらうことに努めた。 

市内の各区・自治会が実施

する懇談会は中止となった

が、紙面による啓発等に努

め、女性の人権やジェン

ダーについて考えてもらう

機会を提供することができ

た。 

新型コロナウイルス感染拡

大防止の観点から、集会形

式により市民間の共通理解

を深めることは難しかった

ため、メディアの活用や紙

面等による啓発の充実を図

る必要がある。 

人権推進課 

子育て世代

包括支援事

業 

プレパパママ教室（妊娠期の教

室）と妊娠期から子育て期を対

象とした訪問、相談、教室を開

催した。 

妊娠中の体の変化の理解と

沐浴、調乳等の実習を行う

とともにライフステージや

月齢、個別に応じた対応を

行うことができた。参加者

延べ 86 人（内男性 43 人） 

夫婦ともに、赤ちゃんに関

わった経験がほとんど無

く、赤ちゃんと一緒に過ご

す生活のイメージが薄く、 

妊娠期から孤立を防ぐ支援

が必要である。 

すこやか支援課 

コロナ禍の中、対面による啓発事業が中止となり、男女共同参画等について理解を深める

機会を提供することが難しかった。今後は、オンラインを活用するなど、啓発方法を工夫す

る必要がある。 

基本目標 

Ⅰ 

総 括 

実績数値 

主な取組 
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指 標 
実 績 目 標 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和２年度 

ワーク・ライフ・バランスに「同感

する」又は「どちらかといえば同感

する」とする回答率 

67.4％ ― ― ― 79.4％ 41.0％※2 80.0％ 

滋賀県ワーク・ライフ・バランス推

進企業登録企業数 

48社 

(累計) 

45社 

（累計） 

50社 

（累計） 

54社 

（累計） 

57社 

（累計） 

56社 

（累計） 

70社 

（累計） 

30歳から39歳までの女性の就業率 67.7％※3 ― ― ― 72.5％※4 ― 73.0％ 

※2 平成27年の調査では「どちらともいえない（0.8％）」「わからない、または「ワーク・ライフ・バランス」の言葉を知らない（35.8％）」

の選択肢がないため、比較には注意が必要  ※3 平成22年度国勢調査の数値 ※4 平成27年度国勢調査の数値 

事業名 取組状況 成果 課題 担当課 

女性の活躍推

進事業（ワー

ク・ライフ・

バランス推進

事業） 

ワーク・ライフ・バランス

推進事業のイクボス推進

ネットワークにおいて、市

内企業の管理職を対象に 4

回の連続セミナーを実施し

た。 

コロナ禍での働き方改革、

地域貢献をテーマにした全

4 回のセミナーに市内企業

から延べ 35 人が参加し、

異業種間での交流を図るこ

とができた。 

イクボス宣言企業が定期的

に情報交換、異業種交流が

できるネットワークの構築

が必要である。 

商工労政課 ワーク・ライフ・バランス

推進事業に参加したイクボ

ス宣言企業 5 社の働き方改

革やワーク・ライフ・バラ

ンス、女性活躍への取組み

を取材し、事例集を作成し

た。 

事例集をホームページ掲載

し、市内企業へ情報提供と

啓発を行った。イクボス宣

言企業が、前年から 11 社

増え、80 社となった。 

次年度の事業において、事

例集の活用方法を検討する

必要がある。 

女性の活躍推

進事業（女性

のための就労

支援事業） 

働きたい女性を対象とした

託児付きの合同就職面接会

を実施した。 

女性活躍推進のためのお仕

事フェアでは、29 人が参

加し、1 人が就労に結び付

いた。 

すぐに働きたい人のために

ハローワークと連携した職

業紹介を実施するなどの検

討が必要である。 商工労政課 

女性の活躍推

進事業（女性

の起業・キャ

リアアップ支

援事業） 

商工会と連携し、起業を考

えている女性を対象とした

「こうか女性創業セミ

ナー」を開催した。 

起業に向かって第 1 歩を踏

み出すためにモチベーショ

ン向上セミナーを 3 回開催

し、延べ 30 人が参加し

た。 

起業段階に応じたきめ細か

い支援が必要である。 

商工労政課 

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、人数制限や事前申込制を導入し、事業を

実施したため、例年に比べ参加者が少なかった。また、ワーク・ライフ・バランスなどに

積極的に取り組む市内企業の事例集を作成した。今後は、ネットワークや事例集を活用し

た効果的な事業を展開していく必要がある。 

基本目標 

Ⅱ 

実績数値 

主な取組 

総 括 
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指 標 
実 績 目 標 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和２年度 

ＤＶ・デートＤ

Ｖの認知率 

ＤＶ 87.9％ － － － 75.2％ 78.7％ 95.0％ 

デートＤＶ 61.3％ － － － 39.7％ 35.7％ 80.0％ 

ＤＶ被害経験が

ある又は見聞き

経験がある割合 

受けたことがある 8.3％ － － － 4.3％ 5.8％ 5.0％以下 

見聞きしたことがある 27.9％ － － － 15.3％ 13.9％ 20.0％以下 

   

事業名 取組状況 成果 課題 担当課 

ＤＶ防止支援事業 

急を要する被害がある場

合は、警察への相談を促

し、緊急避難が必要な場

合は、中央子ども家庭相

談センターに連絡をとり

連携を図った。 

ＤＶに関する相談に対応し、

中央子ども家庭相談センター

や警察等の関係機関と連携・

協力し、支援を行うことがで

きた。                   

相談人数  51 人            

相談件数 144 件          

急を要する場合に対応で

きるように、日ごろから

連携に努める必要があ

る。 子育て政策課 

生活困窮者自立支

援事業 

生活扶助支給事業 

被害者の状況により、生

活保護制度の利用の他、

生活困窮者自立支援法に

基づく支援など、関係機

関と連携し、必要な支援

を行った。 

必要に応じて、生活保護の申

請支援を行ったほか、ハロー

ワーク等と連携し、就労支援

を行うことができた。 

相談件数 5 件 

被害者の安全確保ができ

る就労の場の確保や、就

労意欲が持てない人に対

する寄り添った支援が必

要である。 

生活支援課 

診療所事業 

市民の健康支援に繋がる

テーマで健康教室を開催

した。 

健康教室を 4 回開催し、33

人の参加があった。医師、理

学療法士、臨床検査技師など

を講師に、専門的な角度から

わかりやすく話をしてもらい

参加者の理解も深まった。 

参加者数にばらつきがあ

るため、市民にとってよ

り興味深いテーマを考え

ていく必要がある。 

水口医療介護

センター 

特定不妊治療助成

事業 

不育症治療費助成

事業 

保険外適応の治療に対し

て経済的支援を行った。 

特定不妊治療については県の

助成をうけた後、自己負担が

ある夫婦に上限 50,000 円の

助成を行った。 

特定不妊治療費助成 58 件 

一般不妊治療費助成 14 件 

不育症治療費助成   0 件 

一般不妊治療費・不育症

治療費助成事業の周知と

妊娠・出産を希望してい

る夫婦への支援が必要で

ある。 

すこやか支援

課 

教育振興一般事務 

小学校教育振興事

務 

中学校教育振興事

務 

多様な性をもつ児童や生

徒の制服や服装等につい

て、保護者、本人の意向

を尊重し、対応し、その

理解に努めた。 

教育相談等を通じ、本人が安

心して相談し、学校生活を送

ることができた。 

 

地域や保護者、周りの児

童・生徒の理解をより高

めていく必要がある。 学校教育課 

妊娠期から子育て期、また高齢者に向けては、個々の事情に合わせたさまざまな支援を実

施できている。しかし、ＤＶについては相談件数が増えているため、安心して相談できる体

制づくりと関係機関との連携強化を図る必要がある。 

基本目標 

Ⅲ 

実績数値 

主な取組 

総 括 
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指 標 
実 績 目 標 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和２年度 

市の附属機関等におけ

る女性委員の登用率 
27.4％ 29.0％ 29.4％ 29.1％ 29.4％ 30.2％ 32.0％ 

事業名 取組状況 成果 課題 担当課 

男女共同参画

推進事業 

各審議会等の女性の登用に

ついて状況調査を行った。 

調査結果を審議会、本部会で

報告し、ホームページで公表

し、市の男女共同参画の現状

について周知することができ

た。 

団体選出の場合、男性割合

が高くなる傾向がある。団

体設立の趣旨や団体の特徴

に応じた女性委員の選出が

必要である。 

商工労政課 

甲賀市附属機

関の選任に関

する指針 

附属機関の担当部署あて

に、四半期ごとに附属機関

の会議の公開状況照会を行

う中で、委員の女性の登用

について 40％以上なるよう

周知を行った。 

年 4 回、附属機関の担当部署

あてに女性の登用率向上につ

いての意識づけができた。 

充て職による選任について

は、男性の選任傾向が強

く、女性の選任機会を作る

ことが困難な状況である。 
総務課 

職員研修事業

人事評価事業 

人事評価の結果について

は、女性がいきいきと働き

続けることができる職場環

境の実現、風土醸成に向

け、昇任等の参考材料とし

て適正に活用した。 

管理職に占める女性の割合 

【R2.4.1 現在】（37％） 

対象管理職数 228 人 

うち女性職員  85 人  

 

【H31.4.1 現在】（36％） 

対象管理職数 237 人 

うち女性職員  85 人  

新型コロナウイルス感染症

の拡大に伴い、ワーク・ラ

イフ・バランス及び女性が

働きやすい職場環境の実現

に向けた意識向上研修が実

施できなかった。収束に目

処が立ち次第、取組を再開

する予定である。 

人事課 

甲賀市男女共同参画を推進する条例および女性の活躍アクションプランに基づき、男女共

同参画と女性活躍の推進に向け部局横断的な取組みを図った。市の女性委員の登用率は徐々

に上がってきているが、目標値を達成することはできなかった。引き続き、女性委員、女性

管理職の登用促進や職員の働き方改革、ワーク・ライフ・バランスへの部局横断的な取組み

が必要である。 

推 進 体 制 

主な取組 

実績数値 

総 括 


